
 

 

佐渡市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条

例の改正について 
 

１ 経過・概要 

   介護保険法施行規則（以下「省令」という。）第 140 条の 66 第１号に規定する

地域包括支援センター（以下「センター」という。）の職員の配置基準について、

人材確保が困難となっている状況を踏まえ、これを緩和する省令改正が行われま

した。 

   これまでは、一のセンターが担当する区域における第１号被保険者おおむね

3,000 人以上 6,000 人未満ごとに、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員（そ

れぞれ「その他これに準ずる者」を含む）の３職種を、専従・常勤の職員として、

それぞれ１人配置することとしていたところですが、引き続きこれを原則とした

上で、地域包括支援センター運営協議会が必要と認める場合には、常勤換算方法

により配置基準を満たすことが認められるようになります。 

   また、センターにおける効果的な運営に資すると地域包括支援センター運営協

議会が認める場合には、複数のセンターが担当するそれぞれの区域における第１

号被保険者の合計数に応じた数の常勤の職員を個々のセンターに振り分けて配

置することをもって配置基準を満たすことができるようになります（複数のセン

ター全体で必要な職員が配置されていればよいこととし、個々のセンターには必

ずしも３職種の全てを配置しなくてもよくなります）。この場合についても、常

勤換算方法により配置基準を満たすことが認められていますが、個々のセンター

には、３職種のうちいずれか２以上の常勤の職員を配置しなければならないこと

とされています。 

   この職員配置基準の改正は、令和６年４月１日から施行されており、これを受

けて法第 115 条の 46 第５項の規定に基づく市町村の基準条例の改正も必要にな

りますが、市町村の事務負担に配慮し、条例改正を最長１年間猶予する経過措置

が設けられています。 

 

 ※ 常勤換算とは、さまざまな形態の働き方（パートなど）があるため、働く人の

正確な人数を算出する際に、通常の常勤１人あたりの仕事量に換算し、すべての

職員の労働時間を「常勤の職員が何人働いているか」に換算した人数。 

 

２ 今後の方針（案） 

   センターの職員の配置基準は、法第 115 条の 46 第５項の規定により、包括的

支援事業を実施するために必要な基準の一部として市町村の条例で定めること

とされおり当市においても「佐渡市地域包括支援センターの人員及び運営に関す

る基準を定める条例」を定めています。 

当該条例を定める際に従うべき「厚生労働省令で定める基準」に該当するのが、

今回改正された省令第 140 条の 66 第１号の基準であるため、省令と同様の改正 

が必要になります。（令和７年３月 31 日まで） 

なお、当市においては職員確保に努め、原則の配置基準を継続していくことと

し、基準変更の必要がある際には運営協議会で協議いただきたい。 
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引用：厚生労働省「令和６年度地域支援事業実施要綱等改正の概要」 


